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　５月30日、クラスター爆弾禁止条約案が、軍縮交渉「オスロ・プロセス」ダブリン会議で、日本を含めた
全会一致で採択されました。不発弾に悩み、廃絶をねがう東欧、中東、アジア、アフリカなどの国々からの
後押しが採択につながりました。条約の加盟国は約110カ国ですが、アメリカ、中国、ロシアは入っていま
せん。クラスター爆弾は、親爆弾の中に、数個から数百個の子爆弾を搭載して空中で破裂し、多数の小規模
な爆発を引き起こします。子爆弾の多くが不発弾として残り、子どもをはじめ人的被害が広がっています。

今月のキーワード
クラスター爆弾禁止条約

　プロレタリア文学作家、小林多喜二の「蟹工船」がいま、若者を中心によく読まれており、社会現象にな
っています。「蟹工船」が収められた新潮文庫はのべ20万部を超え、古典としては異例の大ヒットになって
います。「蟹工船」は北海道でカニを捕り缶詰に加工する船の労働者たちが、過酷な労働条件に怒り、立ち
上げって行く作品です。毎日新聞の１月９日付けの雨宮処凛さんと高橋源一郎さんの対談で、「今のワーキ
ングプアの現状は蟹工船の世界に通じる」と話し合ったころから急激に売れ出しました。

今月のキーワード
「蟹工船」と小林多喜二

集
会
で
報
告
す
る
前
田
仁
美
書
記
長

　

橋
下
知
事
は
、
６
月
５
日
に
「
大
阪
維

新
プ
ロ
グ
ラ
ム
案
」（
以
下
、「
維
新
Ｐ

案
」）
を
発
表
し
ま
し
た
。「
維
新
Ｐ
案
」

は
、
①
財
政
再
建
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
案
）
②

政
策
創
造
「
重
点
政
策
」（
案
）
③
府
庁

改
革
の
３
つ
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

４
月
11
日
に
公
表
さ
れ
た
「
大
阪
府
財

政
再
建
プ
ロ
グ
ラ
ム
試
案
」（
以
下
、「
Ｐ

Ｔ
案
」）
で
は
「
私
の
考
え
は
入
っ
て
い

な
い
」
と
し
な
が
ら
も
、
改
革
取
組
額
１

１
０
０
億
円
の
ワ
ク
を
は
め
て
、
施
設
の

廃
止
・
売
却
、
諸
制
度
の
削
減
・
廃
止
を

盛
り
込
ま
せ
ま
し
た
。
今
回
は
、
さ
ま
ざ

ま
な
議
論
や
要
望
、
橋
下
知
事
自
身
の
現

場
視
察
を
踏
ま
え
て
の
知
事
の
考
え
方
を

反
映
し
た
も
の
で
あ
り
、
知
事
自
身
の
直

接
の
責
任
が
問
わ
れ
る
も
の
で
す
。

　

今
回
の
「
維
新
Ｐ
案
」
の
な
か
の
「
財

政
再
建
プ
ロ
グ
ラ
ム
案
」（
以
下
、「
財
政

Ｐ
案
」）
で
は
、「
減
債
基
金
か
ら
の
借
入

れ
や
借
換
債
の
増
発
は
し
な
い
」「
収
入

の
範
囲
内
で
予
算
を
組
む
」
と
の
考
え
を

変
え
な
い
と
し
て
、
今
年
度
の
改
革
取
組

額
は
１
１
０
０
億
円
に
固
執
し
て
い
ま

す
。
そ
の
一
方
、
府
民
運
動
の
反
映
の
結

果
、
35
人
学
級
の
維
持
や
４
医
療
の
廃
止

の
先
送
り
な
ど
に
よ
る
〝
削
減
不
足
〟
を

退
職
手
当
債
１
８
５
億
円
の
発
行
で
賄
う

な
ど
根
本
の
矛
盾
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し

た
。
記
者
の
質
問
に
答
え
て
、
知
事
が

「
ち
ゃ
ん
と
返
済
で
き
る
借
金
は
収
入
の

範
囲
内
と
思
う
」（
６
月
６
日
『
毎
日
新

聞
』）
と
語
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
点
で
は
、
私
た
ち
が
当
初
か
ら
指

摘
し
て
い
た
よ
う
に
、
自
治
体
財
政
の
基

本
は
、
住
民
の
暮
ら
し
や
文
化
・
教
育
を

守
る
た
め
の
制
度
設
計
を
行
い
、
そ
れ
に

対
応
す
る
歳
入
を
確
保
す
る
と
い
う
方
法

が
妥
当
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
知
事
自
身

が
認
め
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

弱
者
切
捨
て
、大
阪
経
済
衰
退

の
道
に
導
く
府
政
運
営

　

今
回
の
「
維
新
Ｐ
案
」
の
最
大
の
問
題

は
、
財
政
危
機
の
最
大
の
原
因
で
あ
る
国

主
導
の
大
型
開
発
推
進
の
責
任
を
曖
昧
に

し
て
、
府
民
に
は
「
自
己
責
任
」「
互
助
」

を
厳
し
く
求
め
て
い
る
こ
と
で
す
。

　

「
Ｐ
Ｔ
案
」
発
表
後
、
短
期
間
で
は
あ

り
ま
し
た
が
福
祉
や
文
化
、
教
育
を
守
る

運
動
が
急
速
に
起
こ
り
ま
し
た
。
そ
の
結

果
、「
財
政
Ｐ
案
」
で
は
警
察
官
定
数
の

増
員
、
福
祉
作
業
所
へ
の
支
援
、
救
急
救

命
セ
ン
タ
ー
へ
の
補
助
、
小
学
校
35
人
学

級
の
編
成
な
ど
の
事
業
継
続
、
４
医
療
制

度
は
今
年
度
見
送
り
し
て
、
来
年
度
に
向

け
て
検
討
す
る
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、「
障
害
者
・
命
・
治
安
」
に
配

慮
と
の
見
出
し
が
メ
デ
ィ
ア
に
躍
っ
て
い

ま
す
が
、
警
察
専
門
嘱
託
員
の
縮
減
、
学

校
警
備
員
や
障
害
者
の
就
労
支
援
の
廃
止

な
ど
こ
う
し
た
分
野
で
さ
え
も
看
過
で
き

な
い
も
の
も
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
私
学
助
成
の
削
減
、
国
際
児

童
文
学
館
の
廃
止
や
ワ
ッ
ハ
上
方
の
移
転

な
ど
「
Ｐ
Ｔ
案
」
の
基
本
枠
組
み
は
変
え

ず
に
府
民
へ
の
痛
み
の
押
し
付
け
を
進
め

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

貧
困
と
格
差
が
拡
大
し
、
府
民
の
暮
ら

し
が
大
変
で
す
。
加
え
て
、
原
油
価
格
や

食
料
品
の
値
上
げ
な
ど
厳
し
い
現
実
を
考

え
る
と
、
今
回
の
痛
み
の
押
し
つ
け
は
さ

ら
に
深
刻
な
影
響
を
与
え
る
の
は
必
至
で

す
。
橋
下
知
事
は
、
こ
れ
を
実
施
す
る
た

め
に
巨
額
の
人
件
費
削
減
を
「
府
庁
改

革
」
と
称
し
て
目
玉
に
し
て
い
ま
す
。
当

局
自
身
が
労
働
基
本
権
の
代
償
措
置
と
し

て
き
た
府
人
事
委
員
会
の
存
在
を
否
定

し
、
平
均
15
％
も
の
賃
金
・
退
職
金
の
カ

ッ
ト
、
非
正
規
職
員
の
報
酬
削
減
な
ど
を

提
案
し
て
い
る
こ
と
は
、
到
底
認
め
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
楽
団
な
ど
の
出

資
法
人
・
公
の
施
設
の
廃
止
、
売
却
に
伴

う
職
員
の
雇
用
不
安
な
ど
は
、
教
育
や
福

祉
、
文
化
を
切
り
捨
て
る
こ
と
と
あ
わ
せ

て
大
阪
の
地
域
経
済
と
雇
用
に
と
っ
て
も

悪
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。

　

国
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
前
鳥
取
県

知
事
の
片
山
義
博
・
慶
応
大
学
教
授
は

「
こ
の
案
か
ら
漏
れ
落
ち
て
い
る
要
素
の

一
つ
は
国
だ
。
国
の
直
轄
事
業
負
担
金
は

手
つ
か
ず
で
聖
域
化
し
て
い
る
…
。
う
る

さ
い
と
こ
ろ
は
素
通
り
し
て
、
も
の
を
言

い
や
す
い
と
こ
ろ
に
負
担
増
を
求
め
て
い

る
印
象
だ
」（
６
月
６
日
『
朝
日
新
聞
』）

と
の
指
摘
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

府
庁
を
解
消
し
、「
道
州
制
」へ
の

移
行
、自
治
体
分
権
改
革
の

�

全
国
モ
デ
ル
に
す
る
も
の

　

市
町
村
と
の
関
係
で
言
え
ば
、「
自
己

責
任
」
と
「
互
助
」
を
支
え
る
た
め
の
市

町
村
へ
の
〝
分
権
〟、
府
は
コ
ー
デ
ィ
ネ

ー
タ
役
に
徹
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
橋
下

知
事
の
地
方
分
権
は
国
や
府
の
「
自
己
責

任
」
は
曖
昧
に
し
た
ま
ま
、
府
民
の
「
自

己
責
任
」
を
厳
し
く
強
調
し
て
い
ま
す
。

「
行
政
の
責
任
放
棄
と
誤
解
さ
れ
が
ち
だ

が
」
と
自
ら
弁
明
し
て
い
る
よ
う
に
、
国

に
モ
ノ
を
言
わ
ず
、
大
型
開
発
は
継
続
す

る
「
財
政
Ｐ
案
」
で
は
、
事
実
と
し
て
知

事
の
責
任
放
棄
が
問
わ
れ
る
問
題
で
す
。

こ
の
上
に
立
っ
て
、
市
町
村
振
興
補
助

金
、
医
療
費
助
成
、
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ

ス
で
の
交
付
金
化
を
打
ち
出
し
て
い
ま

す
。
一
般
論
と
し
て
「
市
町
村
の
裁
量
を

高
め
る
」
こ
と
は
地
方
自
治
の
発
展
に
寄

与
す
る
も
の
で
す
が
、
問
題
は
こ
れ
ま
で

の
対
応
す
る
施
策
と
の
関
係
で
交
付
金
総

額
が
確
保
さ
れ
る
の
か
、
そ
の
基
準
は
ど

う
か
な
ど
、
具
体
的
な
検
証
が
必
要
で

す
。
少
な
く
と
も
、
知
事
の
分
権
の
考
え

方
か
ら
す
れ
ば
、
あ
ま
り
期
待
で
き
な
い

も
の
で
す
。「
三
位
一
体
の
改
革
」
も
地

方
の
求
め
る
分
権
の
推
進
に
程
遠
い
結
果

と
な
っ
た
の
は
、
国
庫
補
助
金
の
削
減
と

税
源
移
譲
だ
け
で
な
く
、
地
方
交
付
税
の

大
幅
削
減
が
あ
っ
た
か
ら
で
す
。

　

知
事
は
、
府
庁
解
体
＝
道
州
制
へ
の
移

行
と
、「
自
己
責
任
」
型
の
市
町
村
自
治

を
目
指
し
て
お
り
、
関
西
財
界
と
国
の
進

め
る
「
地
方
分
権
構
想
」
を
先
取
り
し
た

新
自
由
主
義
的
自
治
体
構
造
改
革
の
モ
デ

ル
を
つ
く
ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。
こ
の
点

で
は
、
府
下
の
市
町
村
長
の
対
応
も
問
わ

れ
て
い
ま
す
。
倉
田
薫
・
市
長
会
会
長
は

「
成
績
で
い
え
ば
60
点
の
出
来
」（
６
月

６
日
『
毎
日
新
聞
』）
と
評
し
た
と
報
道

さ
れ
て
い
ま
す
。
住
民
要
望
や
職
員
の
働

き
が
い
を
基
本
に
今
後
の
「
維
新
案
」
へ

の
対
応
、
各
自
治
体
で
の
施
策
の
展
開
が

注
目
さ
れ
ま
す
。

　

橋
下
行
革
に
よ
る
影
響
は
、
府
民
の
暮

ら
し
、
福
祉
、
教
育
、
文
化
な
ど
あ
ら
ゆ

る
分
野
に
及
ぶ
と
と
も
に
、
自
治
体
の
あ

り
方
を
府
下
市
町
村
も
含
め
て
変
え
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。
だ
か
ら
こ
そ
、
短
期
間

で
は
あ
り
ま
す
が
、
広
範
な
府
民
の
〝
共

同
〟
が
広
が
り
ま
し
た
。
大
阪
自
治
労
連

は
、
引
き
続
き
、
粘
り
強
く
、
職
場
、
地

域
で
橋
下
行
革
を
は
ね
返
す
闘
い
に
と
り

く
み
ま
す
。

　６月５日に大阪府の橋下徹知
事が発表した「大阪維新プログ
ラム案」について、大阪自治労
連は６月10日につぎの談話を前
田仁美書記長名で明らかにしま
した。

橋
下
行
革
の
基
本
姿
勢
で
あ
る

「
１
１
０
０
億
円
を
削
減
」は
変
わ
ら
ず

梅田での文化団体による宣伝行動

　1958年に開始された原水爆禁止国民
平和大行進は、今年で50周年を迎えま
す。この半世紀、行進は核兵器廃絶を
願う人が誰でも参加できる行動として
発展し、今日では全国８割の自治体を
通過し、10万人の人々が参加する国民
的行動となっています。
　この50周年の節目を記念する行進と
して2008年国民平和大行進は、「すみ
やかな核兵器の廃絶を」の声を内外に
高め、非核平和を願う人なら誰もが参
加できる行進、全国すべての自治体を
通過し、草の根の平和の願いを広島・
長崎へとつなぐ行進として、大きな飛
躍をめざします。
　核兵器のない平和で公正な世界を求
め、「すみやかな核兵器の廃絶をため
に」署名を大きく広げ、核兵器廃絶の
うねりをつくり、2008年原水爆禁止世
界大会の成功をめざす行進です。大阪
では６月30日に奈良県から引き継いで
柏原市を出発し、７月７日に池田市か
ら兵庫県川西市に引き継ぎます。ぜ
ひ、ごいっしょに歩きましょう。

大阪府内の日程・コース
� （幹線コース）

▶６ 月30日（月） 柏原市役所…八尾市
役所…東大阪市・岩田公園

▶７ 月１日（火） 河内長野市役所…富
田林市役所…羽曳野市役所…藤井
寺市役所…松原市役所

▶７ 月２日（水） 泉佐野市役所…貝塚
市役所…岸和田市役所…和泉市役
所

▶７ 月３日（木） 和泉市役所…泉大津
市役所…高石市役所…堺市役所

▶７ 月４日（金） 住吉区役所…大阪府
庁前…大阪市役所…都島区役所…
旭区役所

▶７ 月５日（土） 守口市役所…門真市
役所…寝屋川市役所…枚方市役所

▶７ 月６日（日） 高槻市役所…茨木市
役所…摂津市役所…吹田市役所

▶７ 月７日（月） 豊中市役所…池田市
役所…川西市役所（兵庫）

核
廃
絶
・
平
和
を
訴
え
歩
き
続
け
て
50
周
年

ご一緒に歩きましょう
2008年国民平和大行進 改革の名のも

とに

府民と職員
への痛みの押し

つけ

地方自治ささえ
る

市町村･大阪府の

役割を解体する

「大阪維新プログラム案
」


